
①家庭部門

背景

○ 省エネの意義や行動に関する理解不足

○ 消費割合５割以上を占める灯油は、社会情勢
などにより価格が流動的かつ温室効果ガス排
出量が多い

○ 高効率家電・照明・熱供給機器などの省エネ
設備や、住宅用太陽光発電や次世代自動車
などの新エネ設備の普及拡大

○ 国は2030年までに新築住宅の平均でZEHの
実現を目指している

○ 住宅用太陽光発電の価格低下や卒FIT太陽
光の出現により、自家消費や余剰電力活用の
多様化が進むことが期待される

○ ブラックアウトを教訓とした災害時のエネル
ギー確保

○ エネルギーの消費構造を踏まえた省エネの深
掘りや新エネの活用の促進

○ 省エネ設備や、太陽光発電や次世代自動車
などエネルギーリソースの効果的活用が重要
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○ 省エネ・新エネ設備の導入や既築省エネ改修・ZEH等に関する光熱費の節
約による家計負担の軽減効果や先進事例を示すことなどにより、設備等の更
新や導入時に省エネ・新エネタイプが選択されるよう、普及啓発が必要

○ 高気密高断熱住宅技術など積雪・寒冷の地域特性で培われた技術のさらな
る普及促進や省エネ・新エネ関連製品の開発促進が必要
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○ 家庭での節電等の省エネの取組や省エネ機器、家庭用太陽光発電等の創
エネルギー設備、電気自動車等の蓄エネルギー設備といった家庭内のエネ
ルギーリソースを組み合わせて効果的に活用することにより多様な自家消
費モデルを創出していくことが必要

○ 家庭で自立的に確保できる新エネ設備の導入による災害時のエネルギー
確保や光熱費の節約、環境負荷低減など自家消費を行うメリットの理解促
進が必要
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○ 省エネ効果を高めるため、デジタル技術を活用してエネルギーを「見える化」
するHEMSといったエネルギーマネージメントシステムの普及啓発が必要

○ ｴﾈﾙｷﾞｰﾏﾈｰｼﾞﾒﾝﾄｼｽﾃﾑを活用し､家庭内のｴﾈﾙｷﾞｰﾘｿｰｽを効果的に活用し
た自家消費､更には自家消費されず余った余剰電力の電気自動車や他の住
宅等での融通などといったｴﾈﾙｷﾞｰを無駄なく利用する取組の促進が必要
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※新たな視点で取り組むべきポイント：太赤字
※第１回検討会議のご意見：下線
※第２回検討会議のご意見：赤下線

資料５

○ 次世代を担う子どもたちや若者が、省エネに対し新しい積極的なライフスタイ
ルとしてのイメージを持ち、その意義や効果を楽しく学べるよう、関係機関等
との連携しながら、学校現場や地域における環境やエネルギーに関する学
習などの取組を促し、理解の裾野を広げていくことが必要
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○ 化石燃料依存の消費構造の転換を促すきっかけとして、家庭の意識改革に
よる省エネの深掘りのほか、潜熱回収型給湯器や、高効率ヒートポンプ、コー
ジェネレーション、燃料電池など高効率な熱利用設備の普及拡大が必要

○ バイオマスや地中熱などの新エネを活用した熱利用設備の普及促進が必要
○ 新エネポテンシャルの更なる活用につながる熱利用の電化や水素化等への
技術革新の状況を踏まえた脱炭素化に資する技術・製品開発の促進が必要

○ 省エネによる家計負担の軽減効果や環境負荷の低減効果を示すことなどに
より、快適性や利便性を損なうことなく、道民一人一人が納得して暮らしの中
で身近に省エネ行動に取り組めるよう、省エネのライフスタイル化に向けた
理解を深めていく必要

○ 道民が主体的に取り組む省エネ活動の普及啓発が必要
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②産業・業務部門（大口需要家）

背景

○ 産業部門は、脱炭素化の動きの高まりとも連
動し、企業の意識醸成やエネルギーの効率的
な事業活動に向けた各分野毎の取組が重要

○ 業務部門は、脱炭素化の動きの高まりとも連
動し、オフィスで働く方々の省エネや各事業所
のエネルギー管理担当者が有する管理技術・
ノウハウ向上が重要

○ 省エネ設備や、太陽光発電や次世代自動車
などの新エネ設備の普及拡大

○ 国は2030年までに新築建築物の平均でZEB
の実現を目指している

○ 熱の効率的な利活用による省エネや化石燃
料の新エネ熱等への転換を図ることが重要

○ 需要家の再エネを求める動きの高まりと結び
付けた省エネ・新エネの促進

○ ブラックアウトを教訓とした災害時のエネル
ギー確保

○ エネルギーの消費構造を踏まえた省エネの深
掘りや新エネの活用の促進

○ 省エネ設備や、太陽光発電や次世代自動車
などエネルギーリソースの効果的活用が重要
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○ 省エネの経済性等の利点とともに、脱炭素化への動きとも連動し、省エネに
よる温室効果ガスの排出削減効果や、先進事例を示すことなどにより、企業
の意識醸成を図るとともに、省エネ型の機械の導入や作業工程での省エネ
などエネルギーの効率的な事業活動の取組促進が必要

○ 農林水産業、建設業、製造業等の各分野毎に、関係機関等と連携しながら、
省エネの取組促進が必要
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○ 道自ら率先して省エネを実施するとともに、脱炭素化への動きとも連動し、
企業におけるクールビズなどオフィスでの身近な省エネ活動や、省エネ改
修・設備導入の取組促進が必要

○ 各事業所においてエネルギーの使用状況を踏まえた適切な設備運用が図
られるよう、必要な設備管理のノウハウの蓄積や専門人材の育成が必要

○ 省エネ・新エネ設備や既築省エネ改修・ZEB等に関する導入効果や先進事
例を示すことなどにより、設備等の更新や導入時に省エネ・新エネタイプが
選択されるよう、普及啓発が必要

○ 省エネ・新エネ関連製品の技術開発や製品開発が必要
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○ RE100やESG投資などの動きを踏まえ、本道の強みである新エネを活用する環
境関連企業の立地や関連ビジネス、投資を呼び込むことが必要

○ 需要家の新エネ活用の取組として、敷地を新エネ発電事業者に提供し発電設
備の設置・運用・保守を無償で受け、施設の自家消費量分の電気を調達するな
ど新たなビジネスモデルが出てきており、こうした需要家の新エネ活用に関する
新たなビジネスを促進することが必要
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○ 災害時のエネルギー確保によるBCPの観点からも、身近な地域で自立的に
確保できる新エネの導入促進が重要
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○ 省エネの深掘りのほか、コージェネレーション、燃料電池など高効率な熱利用
設備の普及拡大や、工場等から排出される未利用熱等を建物間で融通する
など熱を効率的に利活用する取組の促進が必要

○ バイオマスや地中熱､雪氷冷熱などの新エネを活用した熱利用設備の普及促進が必要
○ 新エネポテンシャルの更なる活用につながる水素化等への技術革新の状況
を踏まえた脱炭素化に資する技術・製品開発の促進が必要
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※新たな視点で取り組むべきポイント：太赤字
※第１回検討会議のご意見：下線
※第２回検討会議のご意見：赤下線

○ 省エネ効果を高めるため、デジタル技術を活用してエネルギーを「見える化」
するBEMSといったエネルギーマネージメントシステムの普及啓発が必要

○ ｴﾈﾙｷﾞｰﾏﾈｰｼﾞﾒﾝﾄｼｽﾃﾑを活用し､需要地内のｴﾈﾙｷﾞｰﾘｿｰｽを効果的に活用
した自家消費､更には自家消費されず余った余剰電力の電気自動車や他の
需要地での融通などといったｴﾈﾙｷﾞｰを無駄なく利用する取組の促進が必要
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③運輸部門

背景

○ 自動車からの温室効果ガスの排出削減

○ 次世代自動車の普及拡大
○ 国は2030年までに次世代自動車の新車販売
に占める割合を5割から7割を目指している

○ 環境負荷の少ない物流体系の構築

○ 地域のガソリンスタンドが減少し、足下では高
齢者への冬場の灯油配送や自動車への給油
の面など地域の燃料供給に支障を来す恐れ

○ 脱炭素化に向けた動きが高まる中、地域のガ
ソリンスタンドのビジネス転換の必要性

○ 国際的な船舶の排出ガス規制の強化が進展
○ 排出ガスのクリーンなLNGを燃料とする船舶の
増大が見込まれる

運
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門

○ 電気自動車や燃料電池自動車等の次世代自動車の導入促進やエコ燃料
の普及拡大とともに、充填インフラ等の整備の推進を一体的に取り組むこと
が必要

○ エネルギーの需給調整、貯蔵、融通を行うエネルギーリソースとしての機能も
あるEVやFCVを、家庭や企業、地域における多様な分散型エネルギーリ
ソースと組み合わせ、地域で効果的に活用する取組の促進が必要
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○ エネルギー消費の削減と都市部における交通渋滞の緩和を図るため、都市
計画やまちづくりの取組とも連携しながら、自動車からバス、鉄道などの公
共交通機関や自転車へのモード転換やカーシェアリング、またエコドライブ
など環境に配慮した自動車の利用の普及啓発が必要

○ 温室効果ガスの排出削減にも資するモーダルシフトをはじめ、トラック輸送の
共同化・大型化による積載率の向上など、物流分野の省エネ化を図るため、
関係機関と連携し、物流における省エネの意義や環境負荷の軽減効果に関
する普及啓発が必要
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○ 船舶の排出ガス規制の強化に伴い、今後想定される船舶の燃料転換に速
やかに対応し、本道港湾の寄港地として利便性を確保するため、有効な代
替燃料であるLNG燃料を供給するための体制整備等を促進する必要がある
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○ 地域のガソリンスタンドなど燃料供給インフラが、輸送部門における環境対
応力の強化を担う手段や拠点として維持・活性化が図られるよう、関係機関
や市町村及び地域住民の協力を得ながら、地域産業の振興やまちづくりの
取組とも連携を図り、足下では地域の需要に対応してインフラを維持しつつ、
エコ燃料にも対応するなど燃料供給事業者のビジネス転換の促進が必要

※新たな視点で取り組むべきポイント：太赤字
※第１回検討会議のご意見：下線
※第２回検討会議のご意見：赤下線
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④地域
背景

○ 人口減少や高齢化が進展する中、市街地再
編などが今後活発になることが想定され、持続
可能な社会の実現に向けては、地域のエネル
ギー消費の最適化や、災害にも強いまちづく
りが重要

○ 脱炭素化の動きやブラックアウトを教訓とした
災害時のエネルギー確保の重要性の高まりか
ら、地域で自立的に確保できる豊富で多様な
新エネ資源を活用していくことが重要

○ 分散型エネルギー事業の目的（地産地消、CO2削減、地

域活性化、レジリエンス強化等）は地域により様々であり、
目的によって検討に必要な視点も異なる

○ 地域の分散型エネルギー事業の取組を加速
させるため、事業主体の育成が不可欠

○ 道内消費割合６割以上を化石燃料消費が占
めており、熱の利活用による省エネや化石燃
料の新エネ熱等への転換を図ることが重要

○ バイオマスなど地域の新エネ熱ポテンシャル
を活用しきれていない

○ 自治体や地域企業等が取組の推進主体とし
て事業化をすすめることが必要

○ 国は地域活用電源のFIT認定要件として、レ
ジリエンスの強化に資するよう自家消費や地
域一体的な活用を促す地域活用要件を設定

○ 地域の新エネ等の多様な取組をコーディネー
トし、参加者の意向等をまとめ上げるエネル
ギー人材の育成

○ 地域の環境関連産業を担う、エンジニアやメン
テナンス技術者などの産業人材の育成

○ 地域の自然環境や産業、景観に配慮した持
続的な新エネ導入

地
域
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○ 分散型エネルギー事業が地域にもたらす効果は多岐にわたる一方で、様々
な視点から検討を進めていく必要があるため、検討に必要な視点を示しなが
ら、地域の取組の段階に応じた支援の充実、支援体制の整備・強化が必要

○ エネルギー供給に留まらず、地域活性化やレジリエンス強化と結び付けた新
エネの有効活用など地域の創意工夫を喚起・後押しし、取組を拡大していく
ことが必要
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○ 新エネに関する地域の取組事例の情報発信やイベント開催、学習機会の活用
などにより、道・市町村職員も含めて地域のエネルギー人材のノウハウ習得に
向けた取組を促していくことが必要

○ 地域外企業との連携を促し、地域に技術・ノウハウ伝承が図られるよう、産業人
材の育成や地域の推進体制づくりに向けた環境整備が必要
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○ 地域資源を活かした未利用熱・新エネ熱を、地域の特性や熱需要に応じて、
一定の地域で面的に熱供給しようとする地域の検討を促進することが必要

○ 熱利用設備も含めてエネルギーリソースを組み合わせ、より効率的な需給
一体型の分散型エネルギーシステムの構築に向けた取組の促進が必要
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○ 新エネ導入時はもちろん、導入後も地域の自然環境や産業、景観との調和
を図り、地域住民の理解を得ながら持続的に活用されていくことが必要
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○ 地域に賦存するエネルギー資源の活用に向け、自治体が中心となり地域の
多様な主体とともに取組を推進していくことが重要

○ 地域経済循環のため、地域企業等の関与を高めていくことや地域住民の参
加や出資を促す仕組みの構築を促していくことが必要

○ 自治体、事業者等のステークホルダーが情報を整理共有し理解を深めるた
めの場を設けたり、地域での理解、合意形成を促す環境整備が必要

地
域
の
多
様
な
主

体
に
よ
る
取
組
の

推
進

※新たな視点で取り組むべきポイント：太赤字
※第１回検討会議のご意見：下線
※第２回検討会議のご意見：赤下線

○ 公共施設の建替えや市街地の再開発などといったまちづくりや、防災など地域づ
くり、地域産業の課題解決などの分野の政策と連携し、地域全体での省エネ・新
エネ活用拡大の取組を検討していくことが必要

○ 各地域の特性を踏まえ、省エネ設備、新エネ発電・熱利用設備、次世代自動車と
いった分散型エネルギーリソースを効果的に組み合わせた地域マイクログリッド
などにより、地域単位でエネルギー需給を管理し、エネルギーを面的に活用する
需給一体型の分散型エネルギーシステムの構築に向けた取組の推進が必要

○ 分散型エネルギーシステムを通じて近隣地域との連携による供給構造の多層化
により､災害時などにおいてエネルギーの安定供給確保につなげていくことが重要

計画の
構成と
の関係

部
門
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組
「
地
域

」
へ



⑤デジタル技術の活用

背景

○ エネルギーの消費構造を踏まえた省エネの深
掘りや新エネの活用の促進

○ 需要側の省エネ設備や、太陽光発電や次世
代自動車などエネルギーリソースの効果的活
用が重要

○ VPP・DRといった新たなデジタル制御技術に
より、家庭や企業の太陽光、ＥＶ、蓄電池、エ
ネファームなどの分散型電源を束ね、供給力
や調整力等の提供が実現可能に

○ 国は分散型電源を束ねて電気の供給を行う事
業（アグリゲーター）を法律上位置づけ

○ VPP・DR等を活用したアグリゲーションビジネ
ス（ＥＲＡＢ）の普及拡大が期待される

○ 道内企業におけるERABの取組は、一部検討
の動きはあるものの、道全体としては鈍い

○ 需要側のエネルギーリソースの効果的な活用
に向けてはＥＲＡＢが有効

○ 発電事業の需給管理はFIT制度下では電力
会社が行っていたが、卒FIT電源やFIP制度下
では再エネ事業者も行う必要があるが、需給
管理ノウハウを有する再エネ事業者は少ない

デ
ジ
タ
ル
技
術
の
活
用

○ VPPやDRといった新たなデジタル制御技術の活用は、災害対応の強化や分
散型エネルギーの更なる普及拡大の観点から重要

○ 本道の課題である調整力の増大や、電力需要の負荷平準化による需要家
のエネルギーコスト削減への効果が期待できることから、国の検討も踏まえ
つつ、新たなデジタル制御技術の道内での活用の推進が必要

取り組むべきポイント

新
た
な
技
術

(V
P
P

・DR
)

の
活

用
促
進

○ 本道の特性を活かしたビジネスモデルの構築や、多様な分散型エネルギー
リソースの活用、これを束ねて管理するERABの創出に向けて、国の検討も
踏まえ、国等の実証事業などのプロジェクトの誘致、道外関連企業と道内企
業との連携を促しつつ、道内でのERABに関連するビジネスの育成や道内
企業のビジネス参入を促進する事業環境整備が必要

関
連
産
業
への
道

内
企
業
の
参
入

促
進
、
育
成

○ 省エネ効果を高めるため、デジタル技術を活用してエネルギーを「見える化」
するEMSといったエネルギーマネージメントシステムの普及啓発が必要

○ ｴﾈﾙｷﾞｰﾏﾈｰｼﾞﾒﾝﾄｼｽﾃﾑを活用し､需要地内のｴﾈﾙｷﾞｰﾘｿｰｽを効果的に活用
した自家消費､更には自家消費されず余った余剰電力の電気自動車や他の
需要地での融通などといったｴﾈﾙｷﾞｰを無駄なく利用する取組の促進が必要

○ 各事業所においてエネルギーの使用状況を踏まえた適切な設備運用が図ら
れるよう、必要な設備管理のノウハウの蓄積や専門人材の育成が必要

エ
ネ
ル
ギ
ー
を
「見
え
る
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」す
る
マ
ネ
ー
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ン

ト
シ
ス
テ
ム
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普
及

○ ERABにより、需要家にとっては、電力需要の負荷平準化によるエネルギー
コスト削減や調整力の提供による報酬といったメリットが期待できる

○ 国の検討も踏まえつつ、アグリゲーターの持つノウハウやメリットとともに、EV
への充放電など需要を増減させるために必要な行動を示すことなどにより、
ERAB普及に向けた道内需要家の機運醸成が必要
E
R
A
B

普
及
に
向

け
た
需
要
家
の
機

運
醸
成

○ ERABにより、再エネ事業を束ねて需給管理を代行することは、卒FIT電源
の事業継続や効率的・効果的な市場取引の観点からも重要

○ 国の検討も踏まえつつ、必要な需給管理や市場取引の方法とともに、アグリ
ゲーターの持つノウハウやメリットを示すことなどにより、ERAB普及に向けた
道内再エネ事業者の機運醸成が必要

E
R
A
B

普
及
に

向
け
た
再
エ
ネ

事
業
者
の
機
運

醸
成

※新たな視点で取り組むべきポイント：太赤字
※第１回検討会議のご意見：下線
※第２回検討会議のご意見：赤下線
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⑥熱利用

背景

○ 道内消費割合７割以上を占める化石燃料消
費は、社会情勢などにより価格が流動的かつ
温室効果ガス排出量が多い

○ 熱の効率的な利活用による省エネや化石燃
料の新エネ熱等への転換を図ることが重要

○ バイオマスなど地域の新エネ熱ポテンシャル
を活用しきれていない

○ 地域において新エネによる熱エネルギーの供
給を担う事業主体の育成が不可欠

○ 事業性の確保や、熱需要の確保が課題

○ 太陽光や風力発電などの出力変動に対応す
る調整力の確保・調整手法の高度化が必要

○ 熱利用の電化が図られることで、電力需要や
調整力が増加し、新エネポテンシャルの更な
る活用につながることが期待される

○ ブラックアウトを教訓とした災害時のエネル
ギー確保

○ 国は地域活用電源のFIT認定要件として、レ
ジリエンスの強化に資するよう自家消費や地
域一体的な活用を促す地域活用要件を設定

熱
利
用

取り組むべきポイント

省
エ
ネ
への

意
識
や
行
動
の
定

着

地
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熱
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築

○ 地域資源を活かした未利用熱・新エネ熱の効率的な有効利用に向けては、地
域の特性や熱需要に応じ、一定の地域での面的な熱供給が有効

○ 自治体の公共施設の建替えや市街地の再開発計画といったまちづくりとの連
携や､地域住民の参加､出資を促す取組となるよう､地域の機運醸成や地域に
おける熱利用の社会インフラとしての導入検討を喚起･後押しすることが必要

○ 自治体、事業者等のステークホルダーが情報を整理共有し理解を深めるため
の場を設けたり、地域での理解、合意形成を促す環境整備が必要

○ 自治体の防災計画等との協調など地域づくりとの連携によるエネルギーの
強靱化に向けた取組の促進が重要

○ 身近な地域で自立的に確保でき、災害時にも活用可能な新エネを活用した
熱利用の導入を促すことが重要

災
害
時
の
自
立

的
な
エ
ネ
ル

ギ
ー
確
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○ 家庭における暖房での灯油消費をはじめ、本道の化石燃料依存の消費構
造の転換を促すきっかけとして、道民一人一人の意識改革による省エネの
深掘りが必要

○ 化石燃料の使用量の削減に向け、過度な暖房・給湯を控えるといった暮らし
の中で身近に取り組める省エネのライフスタイル化に向けた理解を深めてい
くことが必要

○ 家庭や企業でのバイオマスや地中熱などの新エネを活用した熱利用設備の
普及促進が必要

○ 新エネポテンシャルの更なる活用につながる熱利用の電化や水素化等へ
の技術革新の状況を踏まえた脱炭素化に資する技術・製品開発の促進や、
新エネを活用した熱利用の普及に向けた課題検討が必要

新
エ
ネ
を
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し
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利
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の
環
境
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備

○ 家庭や企業において需給一体型の分散型エネルギーリソースとして活用可
能な潜熱回収型給湯器や高効率ヒートポンプ、コージェネレーション、燃料
電池など高効率な設備が選択されるよう徹底した普及啓発が必要

○ バイオマス発電所や地熱発電所、工場等から排出される未利用熱等を建物
間で融通したり、地域で効率的に利活用する取組の促進が必要

熱
利
用
の

高
効
率
化

○ 家庭や企業の省エネ設備、新エネ発電・熱利用設備、次世代自動車などとと
もに、高効率ヒートポンプやコージェネレーションといった電力需給の調整に
も資する熱利用設備も含めてエネルギーリソースを組み合わせ、より効率的
な需給一体型のエネルギーシステムの構築に向けた取組の促進が必要

※新たな視点で取り組むべきポイント：太赤字
※第１回検討会議のご意見：下線
※第２回検討会議のご意見：赤下線
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⑦再エネ主力電源化
背景

○ 地域の自然環境や産業、景観に配慮した持
続的な新エネ導入

○ 2032年以降、FITが終了する大規模卒FIT電
源の有効活用

○ 豊富な新エネポテンシャルを最大限活用し、
再エネ主力電源化に貢献していくことが必要

○ 国は洋上風力発電を大量導入、コスト低減、
経済波及効果が期待される再エネ主力電源
化に向けた切り札としている

○ 再エネ主力電源化には、調整力の確保や余
剰電力の貯蔵の技術が鍵となり、水素がその
役割を果たすポテンシャルは大きい

○ 道内の企業、学術研究機関における水素関
連の取り組みは低調

○ 新エネは、競合するエネルギーと比較してコス
トが高くなる傾向

○ 太陽光や風力発電などの出力変動に対応す
る調整力に関する技術の普及が必要

○ 熱利用の電化が図られることで、電力需要や
調整力が増加することが期待される

○ 系統制約の顕在化により、新エネの大量導入
を支えるネットワークの整備・運用が必要であ
るが、広域、寒冷な本道では、送電線整備に
多額のコストと長期間の工期が必要

○ 分散型電源や電気自動車等の普及拡大によ
り、電気の流れは双方向化

○ 国は地域において分散小型の電源等を含む
配電網を運営する配電事業や、分散型電源
を束ねて電気の供給を行う事業（アグリゲーター）を
法律上位置づけ

○ ブラックアウトの教訓から送配電網を含めたエ
ネルギー全体の強靱性を高めていくことが重
要

再
エ
ネ
主
力
電
源
化

○ 新エネ導入時はもちろん、導入後も地域の自然環境や産業、景観との調和
を図り、地域住民の理解を得ながら持続的に活用されていくことが必要

○ 卒FIT後も事業が継続され、地域で持続的に有効活用されていくため事業
モデルの検討や環境整備が必要

取り組むべきポイント

持
続
可
能
な

新
エネ
活
用

○ 本道の新エネポテンシャルを活用し、水素を有効活用していくためには、国
等の実証事業などのプロジェクトの誘致、道外関連企業と道内企業との連携
を促しつつ、道内産学界を巻き込む取り組みが必要

○ 家庭や企業、運輸で現在利用されているエネルギーの低炭素水素への置き
換えなど活用可能性を検討していくことが必要
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○ 北本連系設備のさらなる容量拡大をはじめとした地域間連系線や大消費地
である札幌への送電など道内地域間ネットワークの増強について、新エネ
の更なる導入を見据え、国への働きかけをはじめとする対応を進めることが
必要
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○ 漁業をはじめ海域の先行利用者や地域、全道規模の理解促進が必要
○ 建設やメンテナンス、部品調達など関連産業に道内企業が参入できるよう
な取組や、人材確保・育成の仕組みづくりが必要

○ 建設や運用､メンテナンスの拠点となる港湾整備に向けた環境整備が必要
○ 必要な系統整備について、増強等の効果を確認し国に働きかけが必要

○ 国の制度整備の状況を踏まえながら、VPP・DRといった新たなデジタル技
術の活用促進や、配電事業、アグリゲーター制度などを活用する取組の普
及拡大など、地産地消を支える基盤整備の促進が必要

○ 送電インフラ整備とあわせた電力融通の強化による広域的な系統運用に向
けた国への働きかけや、地域での分散型エネルギーシステムの構築に向け
た取組の推進などにより、レジリエンスを高めることができるエネルギーシス
テムを構築していくことが重要

○ 新エネの設備導入や維持・管理の低コスト化の促進が必要
○ VPP･DRや地域マイクログリッドといった調整力の確保や調整手法の高度化
に関する技術､調整力の増加や新エネの更なる活用につながる熱利用の電
化､水素関連といった先端技術の普及が必要

○ 国等の実証事業などのプロジェクトの誘致、道外関連企業と道内企業との連
携の促進が必要

※新たな視点で取り組むべきポイント：太赤字
※第１回検討会議のご意見：下線
※第２回検討会議のご意見：赤下線
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計画の
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省エネ・新エネ促進と一体で推進する際のポイント

産業人材の
育成

道内企業の
参入促進

〇道内の地域特性で培われた技術を活かし、企業の製品開発に結びつける

マッチングなどの関連技術・製品の企業への導入促進など新たなビジネス

チャンスに結びつける仕組みづくりが必要

〇熱利用の低炭素化・脱炭素化に向け、商品のPRなどの製品の需要拡大や

企業での導入促進とともに、道内企業による関連技術の開発や製品開発を

促進していくことが必要

取り組むべきポイント

〇省エネ建築技術や設備に関する専門技術者や、省エネに係る専門知識を

身につけた人材などの確保・育成が必要

〇洋上風力発電施設などの建設やメンテナンスなどに関する人材確保・育

成が必要

〇高度化する環境関連産業に携わる技術者等の知識向上など人材育成が

必要

〇デジタル技術を活用した製品開発などを担うエンジニアなどの人材の育成

が必要

〇地域における産業人材の育成や地域の推進体制づくりに向けた環境整備

が必要

〇需給一体型の新エネ活用などの要素となる関連技術や製品開発、販路拡
大などによる普及が必要

〇地域の分散型エネルギーを活用する地域マイクログリッドやアグリゲーター
ビジネスへの参入に向けた道内企業の育成や関連情報の発信が必要

〇洋上風力発電をはじめ新エネ関連施設等の建設やメンテナンス、部品調
達など関連産業に道内企業が参入できるような取組が必要

〇バイオマスなどのリサイクル製品の製品化と利用拡大、地域内リサイクル
システムの構築に向けた取組が必要

道内企業の
参入促進

〇新たな関連産業を育成するため、本道の特性を活かした新たなビジネスモ

デルの検討とともに、新たに生まれているビジネスモデルの促進が必要

〇国の実証事業や道外関連企業の知見の誘導が必要

関連技術の
導入促進

〇省エネ建築技術や設備、新エネ熱利用、EMS、次世代自動車やエコ燃料な

ど道内の家庭や企業等への関連製品や技術の導入促進が必要

○積雪寒冷､長い都
市間距離を背景と
した地域特性のあ
るエネルギー消費
構造

○積雪寒冷の地域
特性で培われた
省エネ建築技術
が存在

○暖房需要を中心
に化石燃料への
依存が高い

省エネの
更なる深
掘り

○省エネ関連技術・製品開発の促進や
普及が必要

○本道の省エネ建築技術を活かし、省
エネ改修やZEB・ZEH化の普及につ
なげていくことが必要

○省エネ効果を高める 「エネルギーの
見える化」技術の普及拡大が必要

化石燃料
の使用抑
制

○熱の効率的な利活用やバイオマス、
地中熱、雪氷冷熱といった新エネ熱
など熱利用の高効率化・脱炭素化

○次世代自動車の導入促進やエコ燃料
の普及拡大が必要

○全国随一のCO2フ
リーのエネルギー
資源が賦存

○ブラックアウト教訓
とした非常時にも
活用可能な分散
型エネルギーへの
期待

○新エネ導入拡大
に伴うビジネス機
会の増加や、新た
なビジネスの萌芽

地域で自
立的に確
保できる
新エネの
導入

○家庭や企業での省エネや新エネ設備
を組み合わせた自家消費など需給一
体型の新エネ活用の拡大が必要

○地域での地産地消など分散型エネル
ギーシステム構築の取組拡大が必要

○配電事業やアグリゲーター制度など
を活用する取組の普及拡大、関連ビ
ジネス創出に向けた取組など新たな
ビジネスモデルの構築が必要

新エネポ
テンシャ
ルの最大
限活用

○地域産業への波及効果が期待される
洋上風力やバイオマスなど新エネポ
テンシャルの更なる活用が必要

○新エネ設備のメンテナンスなどビジネ
ス機会の増加の動きに対応し、関連
産業への道内企業の参入が必要

○関連する先端技術の普及促進が必要

○本道の2050年ゼロ
カーボン実現には
環境イノベーショ
ンが必要

○ ESG投資等による
国内外での環境
分野への資金供
給の活発化

○ RE100など需要家
の再エネを求める
動きの高まり

道内企業
の意識改
革

○脱炭素化の動きの高まりと連動した
事業活動に向けた企業の意識醸成や
取組の促進

関連企業
等の誘致
や投資の
促進

○本道の強みを活かし、関連企業や投
資を呼び込むことが必要

先端技術
の普及促
進と実証研
究の集積

○新エネの低コスト化や、熱利用の脱炭
素化、VPP・DR、地域マイクログリッド、
水素関連といった先端技術の普及促
進と実証研究の集積が必要

新たな
関連産業の
育成

産業人材の
育成

⑧環境関連産業
背景

新
エ
ネ
ル
ギ
ー

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

技
術
革
新
に
向
け
た
取
組 新たな

関連技術の
普及促進

〇道内企業が取引先として選ばれる企業となるよう、企業の意識改革など利

益の追求と環境への配慮が両立したビジネスの促進が必要

〇技術革新の状況も踏まえ、新たな関連技術や製品の開発、普及が必要

〇先端技術を活かし、普及促進するため、国の実証事業などのプロジェクトや

道外関連企業の知見の誘導が必要

道内企業の
意識改革

新たな
関連産業の
誘致・投資
の促進

〇ベンチャーキャピタルの活用やRE100やESG投資などの動きを踏まえつつ、

関連企業やビジネス、投資を呼び込むことが必要

・製品生産は道外企業
でも、建設工事のゼネ

連する道内企業の動
きは更に進んでいくこ

※新たな視点で取り組むべきポイント：太赤字
※第２回検討会議のご意見：赤下線

計画の
構成と
の関係

「
関
連
産
業
の
振
興

」
へ


